
＜参考記入書式２＞　　　公募型簡易プロポーザル募集要領　雛型
（参考：福島県の簡易プロポーザル方式の書式）
（目的）
第１　　この要領は、公募型簡易プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により設計者を選定する場合の手続きについて、必要な事項を定める。
（審査委員会）
第２　　プロポーザルによる設計者の選定を厳正かつ公平に行うため、審査委員会を置く。
２　審査委員会に関する規定は、別に定める「簡易プロポーザル審査委員会設置要綱」による。
３　審査委員会は、建築・都市計画等に関する専門的知識と経験を有する職員及び当該施設に求められる専門的知識を有する職員により構成する。
　　また、必要に応じて、外部の学識経験者等を委員に加えることができるものとする。
（参加資格等）
第３　　プロポーザル提案書を提出する際の要件は、次の各号を全て満たすこととする。
    （１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
    （２）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条第１項の規定に基づく一級建築士事務所の登録を＊＊県知事から受けていること。
　　（３）建築士法第２６条第２項の規定により、当該建築士事務所の閉鎖命令を受けていないこと。
  　（４）＊＊県から指名停止を受けていないこと。
    （５）プロポーザル提案書の提出は、参加表明者の所属する一級建築士事務所で１提案のみとする。　
    （６）プロポーザル提案者は、本業務に対して、専門分野（管理技術者及び意匠担当技術者を除く。）について協力者（協力事務所）を仰ぐことができる（協力事務所の所在地については制限を設けない。）。
          ただし、この協力者及びその者の所属する級建築士事務所は、上記（１）、（３）及び（４）号の資格要件を満たすこととし、かつ、前各号の資格要件にかかわらず当該プロポーザルにおける参加資格を有しないものとする｡
（手続開始の公告等）
第４　　プロポーザルの手続開始については、＊＊県報及びウェブページにより公告する。
（プロポーザルの審査及び設計候補者の選定）
第５　　プロポーザルの審査は、次の各号の定めるところによる。
　（１）ヒアリングを実施しない場合のプロポーザルの審査は、第６に定める評価項目に基づき審査し、最高得点者を本設計業務に適した設計候補者として選定する。
　（２）ヒアリングを実施する場合のプロポーザルの審査は、第６に定める評価項目に基づき審査し、上位５者程度をヒアリング要請者として選定した後、ヒアリング内容を踏まえ、プロポーザル提案書の再評価を行い、最高得点者を本設計業務に適した設計候補者として選定する。
　　　　なお、ヒアリングの日時、場所及び留意事項等については、別途通知する。
　（３）審査結果については、プロポーザル提出者全員に通知するとともに公表する。
（４）この手続きに参加した者（事務所）が、第８の失格条項等又は次の各号の一に該当する場合は、その者（事務所）とは契約の締結は行わない。なお、この場合は、次点の者を設計候補者とする。
①地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当することとなった場合。
②＊＊県から指名停止を受けることとなった場合。
③建築士法第２６条第２項の規定により、当該建築士事務所の閉鎖又は登録の取消の命令を受けることとなった場合。
（プロポーザルの提案課題、評価項目・配点）
第６　　プロポーザルの提案課題、評価項目の標準配点は下表のとおりとする。
　　２　評価項目・配点については、当該施設の用途・機能、その他の諸条件等により、必要に応じて変更又は調整を行うことができるものとし、その確定内容は、プロポーザル説明書に明示するものとする。なお、配点の調整を行う場合は、下表の(配点の調整範囲)欄に示す範囲内で行うものとする。
	提案課題
	評価項目(標準)
	標準配点
(配点の調整範囲)

	１．提案の　　　的確性
	土地利用に関する提案
	　　３０点
(２０～４０)点

	
	ゾーニング（動線計画等）、空間構成に関する提案
	

	
	環境対策に関する提案
	

	
	ユニバーサルデザイン、障害者･高齢者等への配慮に関する提案
	

	２．提案の　　　創造性
	意匠に関する提案
	    ２０点
(１０～３０)点

	
	景観形成に関する提案
	

	３．提案の　　　実現性
	経済性（ｲﾆｼｬﾙ及びﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄの縮減等）に関する提案
	    ２０点
(１０～３０)点

	
	工法･素材に関する提案
	

	４．提案者　　　の実績等
	管理技術者の経験等
	　　２０点
(１０～３０)点

	
	担当技術者の経験等
	

	
	事務所としての同種・類似の業務実績
	

	
	事務所としての受賞歴
	

	５．業務の　　　実施方針
	取組体制
	    １０点
(５～１５)点

	
	配慮した事項
	

	合計
	１００点


（手続き及び各種様式等）
第７　　プロポーザルの手続き及び各種様式等は、次の各号による。
　（１）プロポーザルの手続きは、本要領及び「プロポーザル説明書（様式－１）」に記載された手続きに基づいて行うものとする。
　（２）プロポーザルの様式は、以下による。
①プロポーザル説明書    　　　　　  様式－１                 
②プロポーザル現場説明書　　        様式－２                 
③質問書　　　　　　　　            様式－３                 
④回答書　　　　　　　　            様式－４                         
⑤プロポーザル送付書（参加表明書）  様式－５                          
⑥プロポーザル提案書　　    　　  　様式－６－１
⑦プロポーザル提案書　　    　　  　様式－６－２
⑧プロポーザル審査結果通知書　　　  様式－７－１（設計候補者用） 
⑨プロポーザル審査結果通知書　　　  様式－７－２（次点者用）
           ⑩プロポーザル審査結果通知書　　  　様式－７－３（非選定者用）
⑪プロポーザル審査結果通知書　　　  様式－８－１（ヒアリング要請者用）
           ⑫プロポーザル審査結果通知書　　  　様式－８－２（ヒアリング非要請者用）
（失格条項等）
第８　　次の各号の一つに該当する場合、プロポーザルは無効とする。
(１)プロポーザルの提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。
(２)プロポーザルの作成様式及び記入要領に示された条件に適合しないもの。
(３)プロポーザルに記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。
(４)プロポーザルに記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。
(５)許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの。
(６)虚偽の内容が記載されているもの。
(７)この要領及び提出要請書に定められた以外の手法により、審査委員又は関係者にプロポーザルに対する援助を直接的、間接的に求めた場合。
（プロポーザルの取扱い）
第９　　提出されたプロポーザルの取扱いは、次の各号による。
(１)提出されたプロポーザルは返却しない。
(２)プロポーザルの作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。
(３)提出されたプロポーザルは、審査及び説明の目的に、その写しを作成し使用することができるものとする。
(４)提出されたプロポーザルは、公平性、透明性及び客観性を期すため、公表することがある。
(５)前号により公表する場合、提案(様式－６－２)は、その写しを作成し使用することができるものとする。
（受注資格の喪失等）
第１０　　本件業務を受注した設計者（協力者（社）を含む）が製造業及び建設業と資本・人事面等において関連があると認められる場合、当該関連を有する製造業及び建設業の企業は、本件業務に係る工事の入札に参加し又は当該工事を請負うことができないものとする。
（事務局）
第１１　　プロポーザルの実施事務局は、当該事業の担当部局等(予算執行機関)に置く。
（その他）
第１２　　プロポーザルの提出書類に虚偽の記載をし、プロポーザルが無効とされた場合、その者に対して指名停止措置を行うことがある。　
附則
　この要領は、平成＊＊年＊＊月＊＊日より適用する。
　
（様式－３）
質　問　書
                                                              平成　　年　　月　　日
　(　主催者　)宛　
                                  住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                  提出事務所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                  質問に対する責任者名　　　　　　　　　　　　　　　
                                  電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　○○○○設計業務のプロポーザルについて、次の項目を質問します。
	質　問　事　項
	内　　容

	
	


（様式－５）
	整理番号

	※


                                                                            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※本欄は記入しないで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ください。
プロポーザル送付書
（参加表明書）
　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  標記業務についてプロポーザルを提出します。
平成　　年　　月　　日
　(　主催者　)宛
　　　　　　　　　　　　　　　　（提出者）住所
　　　　　                                電話番号  
　　　　　                                （ふりがな）
　　　　　                                事務所名 
　　　　　                                （ふりがな）
　　　　　                                代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
　
  ※このプロポーザル送付書には、建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条　　第１項の規定に基づく一級建築士事務所登録通知書の写しを添付してください。
（様式－６－１）
◎裏面の記載要領を熟読の上、作成（Ａ４版タテ使い）してください。
 １　提案者名等               提出年月日　平成　　年　　月　　日  　　　   　　　　　　　　　　　 ※本欄は記入しないでください。
	
	①業務名
	②担当者
（連絡先）ＴＥＬ　　 　　　　　　　　　ＦＡＸ　

	
	①分担
　氏名
　年齢
	②実務経験年数
　資格
	③業務実績　

	④従事している(又は今後に従事する)主な設計又は監理業務
1)業務種別
2)用途･構造・規模
3)立場　4)業務地

	
	
	
	ｲ 施設名称
 （主用途）
	ﾛ 構造
  ･規模
	ﾊ 完成
(予定)
	ﾆ 立場
	⑤協力事務所より専任する場合の協力事務所名

	
	管理技術者
氏名　　　　　　
年齢         歳
	経験年数    年
・一級建築士
・二級建築士
・建築積算資格者
・その他（    　　  ）
	
	
	　　年
　　月
	
	1)
2)
3)
4)

	
	
	
	
	
	    年
    月
	
	

	
	
	
	
	
	　　年
    月
	
	

	
	意匠担当技術者
氏名　　　　　　
年齢         歳
	経験年数　　年
・一級建築士
・二級建築士
・建築積算資格者 
・その他（          ）
	
	
	　　年
　　月
	
	1)
2)
3)
4) 

	
	
	
	
	
	    年
    月
	
	

	
	
	
	
	
	　　年
    月
	
	

	
	構造担当技術者
氏名　　　　　　
年齢         歳
	経験年数　　年
・一級建築士
・二級建築士
・建築積算資格者 
・その他（          ）
	
	
	　　年
　　月
	
	1)
2)
3)
4) 

	
	
	
	
	
	    年
    月
	
	

	
	
	
	
	
	　　年
    月
	
	協力事務所名         

	
	電気担当技術者
氏名　　　　　　
年齢         歳
	経験年数　　年
・建築設備士　
・一級建築士
・技術士
・その他（          ）
	
	
	　　年
　　月
	
	1)
2)
3)
4) 

	
	
	
	
	
	    年
    月
	
	

	
	
	
	
	
	　　年
    月
	
	協力事務所名         

	
	機械担当技術者
氏名　　　　　　
年齢         歳
	経験年数　　年
・建築設備士
・一級建築士
・技術士
・その他（          ）
	
	
	　　年
　　月
	
	1)
2)
3)
4) 

	
	
	
	
	
	    年
    月
	
	

	
	
	
	
	
	　　年
    月
	
	協力事務所名         

	
	積算担当技術者
氏名　　　　　　
年齢         歳
	経験年数　　年
・一級建築士
・二級建築士
・建築積算資格者 
・その他（          ）
	
	
	　　年
　　月
	
	1)
2)
3)
4) 

	
	
	
	
	
	    年
    月
	
	

	
	
	
	
	
	　　年
    月
	
	協力事務所名         

	①施設名
	②主要用途
	③所在地
	 ④業務時期
	　⑤構造・規模

	
	
	
	H　.　月～H　.月
	     

	
	
	
	H　.　月～H　.月
	  

	
	
	
	H　.　月～H　.月
	

	４　提案事務所の受賞歴

	①賞の名称
	②主催者名
	③受賞施設名
	④受賞年

	
	
	
	

	５　業務の実施方針及び担当チーム

	
	①業務への取組体制、設計チームの特徴(提案事務所が特定される個人名や業務実績等は記入しないこと)
②特に重視する設計上の配慮事項(提案内容以外のもの)
③その他、業務実施上の配慮事項等







（様式-6-1及び6-2関係）　【プロポーザル提案書記載要領】　　　　　　
	【共通事項】

	 　本実施要領第８(2)～(6)の失格条項等に該当する場合は、プロポーザルが無効となり ますので、以下の内容を熟読の上、作成してください。
 　なお、記入する事項がないものは、「無し」と明記してください。
 　（例　３．提案事務所の同種･類似業務の実績、４．提案事務所の受賞歴）


１　提案者名等について
　①プロポーザル説明書（様式－１）１の（２）に記載された業務名を記入してください。
　②プロポーザル提案事務所の名称、担当者名、連絡先(電話･FAX)を記入してください。
２　提案チームの管理技術者・担当技術者について
　◎管理技術者及び各担当技術者は専任を原則としますが、やむを得ない場合は、１人が２種類までの技術者を専任することは認めることとします。
　◎管理技術者及び意匠担当技術者は、提案事務所の所員に限ることとします。
　①分担･氏名･年齢欄について
　　(イ)管理技術者とは、契約の履行に関し業務の管理及び統轄を行う者で、建築設計業務委託契約書上に定められている者のことです。
　　(ロ)本業務の実施にあたっては、これらの様式に記入した管理技術者及び意匠担当技術者は、主催者に特別の理由があると認められた場合を除き変更はできません。　
　②実務経験年数･資格欄は、経験年数及び該当する資格に○印〔その他の資格は( )内に資格名称〕を記入してください。なお、実務経験とは、建築設計・監理業務に携わるようになってからの延経験年数のことをいい、資格の取得時期とは関係ありません。また経験年数は、提案書提出時点において、以下の要領により年単位で算出してください。
　　（例　11年５ヶ月(=６ヶ月目、６ヶ月未了)の場合は「11年」、
　　　　　11年６ヶ月(=７ヶ月目、６ヶ月満了)の場合は「12年」）
　③業務実績欄は、管理技術者、各担当技術者それぞれについて、業務実績を３件まで記入してください。
　　(イ)業務実績とは、過去５年間以内に施設が完成した（又は完成予定）の代表的な実績のことをいい、施設名（主用途）は簡潔に記入してください。
　　(ロ)構造･規模は、《構造種別/地上階数－延床面積》を記入してください。
　　　 (例　RC/5－1,234m2)
　　(ハ)完成（予定）は、施設が完成した（又は完成予定の）年月を記入してください。
　　(ニ)立場とは、当該業務における役割分担をいい、管理技術者（総括）、○○担当技術者（○○主任）等の別を記入してください。
　④従事している（又は今後に従事する）主な設計又は監理業務欄については、平成８年４月１日以降に従事している（又は確実に従事する）業務のうち、最も主要なもの１件について記入してください。
　　１)業務種別は、設計又は監理業務の別を記入してください。
　　２)用途・構造・規模は、《用途－構造種別/地上階数－延床面積》を記入してください。
(例　共同住宅－RC/5－1,234m2)
　　３)立場とは、当該業務における役割分担をいい、管理技術者（総括）、○○担当技術者（○○主任）等の別を記入してください。
　　４)業務地は、市町村名を記入してください。
　⑤管理技術者及び意匠担当技術者｢以外｣の技術者を協力事務所から専任する場合は、協力事務所名欄に提案書提出時点の所属事務所名を記入してください。なお、提案事務所の所員の場合は「所員」と明記してください。　
　３　提案事務所の同種･類似業務の実績について　
　　最近の代表的実績３件までについて、次のように記入してください。なお、ＪＶ設計は実績に含みますが、単なる協力事務所としての参画は実績に含まないこととします。
　　①同種業務とは、主要用途が共同住宅又は長屋建て住宅で、一団の敷地の中で複数棟かつ１０戸以上のものとします。
　　　類似業務とは、主要用途が共同住宅又は長屋建て住宅で、一団の敷地の中で５戸以上のものとします。
　　　　 なお、記入にあたっては同種業務を優先して記入し、施設の名称を簡潔に記入の上、(同種)又は(類似)の別を付記してください。
　　　〔例　○○共同住宅(同種)〕
②主要用途は、簡潔に記入してください。
　　③所在地は、当該建築物が所在する「市町村名」を記入して下さい。
　　 ④業務時期は、業務の着手～完了までの期間を、Ｈ○○．○○月～Ｈ○○．○○月のように記入してください。
　　⑤構造･規模は、《構造種別/地上階数－延床面積、棟数、戸数》を記入してください。
　　　(例　RC/5－1,234m2、3棟、30戸)
４　提案事務所の受賞歴について　　
過去の設計業務の実績で、(社)日本建築学会、(社)公共建築協会、＊＊県建築文化賞等の公的・公益的機関による建築作品としての受賞歴(設計コンペ等の入賞等は除く。)がある場合、①賞の名称、②主催者名、③受賞施設名、④受賞年について、主たるものから３件まで記入してください。(例　日本建築学会作品賞、公共建築賞、全建賞、＊＊県建築文化賞、○○市○○賞等)
５　業務の実施方針及び担当チームについて
　　実施方針は、業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮事項（提案を求めている内容を除く）、その他業務実施上の配慮事項等を簡潔に記入してください。なお、提案事務所が特定される個人名や業務実績等は記入しないでください。
　　また、上記２に掲載した担当技術者以外の技術者の配置等については、本欄に記入してください。
６　提案について
　①「様式－６－２」の欄に記入してください。
　②下記の提案課題及び評価項目に関する提案を行ってください
　（※評価項目の変更を行った場合は、提出要請書記載の評価項目と同様となるよう修正すること。）
	提案課題
	評価項目

	１．提案の的確性

	土地利用に関する提案

	
	ゾーニング（動線計画等）、空間構成に関する提案

	
	環境対策・循環型社会に関する提案

	
	ユニバーサルデザイン、障害者･高齢者等への配慮に関する提案

	２．提案の創造性
	意匠に関する提案

	
	景観形成に関する提案

	
	改善計画に関する提案

	
	住戸タイプに関する提案

	３．提案の実現性
	経済性（ｲﾆｼｬﾙ及びﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄの縮減等）に関する提案

	
	工法･素材に関する提案

	
	改善工事手法に関する提案


　③提案は、基本的考え方を文章で簡潔に記入してください。
　④文章を補完するための最小限の写真、イラスト、イメージ図は使用できますが（着色、彩色可）、設計内容の具体的な表現はできません。
　⑤具体的な設計図、模型（模型写真含む）、透視図等は使用できません。　
７　その他
　①記載する言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位に限ることとします。
  ②電送、電子媒体（フロッピィディスク等）による提出は受付ません。
　③文章の文字サイズは10.5ポイント以上、イラスト・イメージ図等の室名・注釈等は9.0ポイント以上のものとしてください。
整理番号　　　※
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（様式－６－２）　プロポーザル提案書（公募型簡易）








◎裏面の記載要領を熟読の上、作成（Ａ３版ヨコ使い）してください。提出年月日　平成　　年　　月　　日








提案（※下枠の縦横の寸法は変えないでください。）   
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